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ID: 174
担当部署: 都市建設課

処分の概要 入居の決定

例 規 名

根 拠 条 項
柴田町営住宅条例 第7条第2項から第5項まで

例 規 番 号 平成9年条例第21号

【基準】

第6条から第8条までの規定による。

(入居者の資格)

第6条 普通町営住宅に入居することができる者は、法第23条各号に掲げる条件を具備するほ

か、次に掲げる条件を具備する者とする。

(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同じ。)があること。

(2) その者又はその者と現に同居し、若しくは同居しようとする親族が次のいずれかを滞

納している者でないこと。

ア 町営住宅の家賃若しくは割増賃料又はこれに係る損害賠償金

イ 共同施設として整備された駐車場若しくは改良住宅駐車場の使用料又はこれらに係

る損害賠償金

ウ 市町村税

(3) その者又はその者と現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員(以

下「暴力団員」という。)でないこと。

2 法第23条第1号イに規定する条例で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合と

する。

(1) 入居者又は同居者にアからオまでのいずれかに該当する者がある場合

ア 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定する障害者でその障害の程度

が規則で定める程度であるもの

イ 戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第2条第1項に規定する戦傷病者でその

障害の程度が規則で定める程度であるもの

ウ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第117号)第11条第1項の規

定による厚生労働大臣の認定を受けている者

エ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して5年を経過していないもの

オ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律(平成13年法律第

63号)第2条に規定するハンセン病療養所入所者等

(2) 入居者が60歳以上の者(平成18年4月1日前に50歳以上であった者を含む。以下同じ。)

であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上の者又は18歳未満の者である場合

(3) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

(4) 普通町営住宅が、法第8条第1項若しくは第3項若しくは激甚災害に対処するための特

別の財政援助等に関する法律(昭和37年法律第150号)第22条第1項の規定による国の補助

に係るもの又は法第8条第1項各号のいずれかに該当する場合において町が災害により滅

失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借り上げるものである場合

3 法第23条第1号イ及びロに規定する条例で定める金額は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ当該各号に定める金額とする。
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(1) 法第23条第1号イに掲げる場合 214,000円(前項第4号に該当する場合において当該

災害発生の日から3年を経過した後は、158,000円)

(2) 法第23条第1号ロに掲げる場合 158,000円

4 改良町営住宅に入居することができる者は、改良法第18条に規定する者(第1項第3号に掲

げる条件を具備する者に限る。)とする。

5 前項に規定する者が改良町営住宅に入居せず、又は居住しなくなった場合は、同項の規定

にかかわらず、第1項に規定する者は、改良町営住宅に入居することができる。この場合に

おいて、改良法第29条第1項の規定により読み替えて準用する法第23条第1号イ及びロに規

定する条例で定める金額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額と

する。

(1) 改良法第29条第1項の規定により読み替えて準用する法第23条第1号イに掲げる場合

139,000円

(2) 改良法第29条第1項の規定により読み替えて準用する法第23条第1号ロに掲げる場合

114,000円

(入居者の資格の特例)

第6条の2 次の各号のいずれかに該当する者にあっては、前条第1項第1号の規定にかかわら

ず、現に同居し、又は同居しようとする親族があることを要しない。ただし、身体上又は精

神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けること

ができず、又は受けることが困難であると認められる者については、この限りでない。

(1) 前条第2項第1号イからオまでのいずれかに該当する者

(2) 60歳以上の者

(3) 障害者基本法第2条第1号に規定する障害者でその障害の程度が規則で定める程度で

あるもの

(4) 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第1項に規定する被保護者又は中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国在留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律(平成6年法律第30号)第14条第1項に規定する支援給付(中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律(平

成19年法律第127号)附則第4条第1項に規定する支援給付及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律(平成25年法

律第106号)附則第2条第1項又は第2項の規定によりなお従前の例によることとされた同

法による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律第14条第1項に規定する支援給付を含む。)を受けている者

(5) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成13年法律第31号。以

下この号において「配偶者暴力防止等法」という。)第1条第2項に規定する被害者又は配

偶者暴力防止等法第28条の2に規定する関係にある相手からの暴力を受けた者でア又は

イのいずれかに該当するもの

ア 配偶者暴力防止等法第3条第3項第3号(配偶者暴力防止等法第28条の2において準用

する場合を含む。)の規定による一時保護又は配偶者暴力防止等法第5条(配偶者暴力防

止等法第28条の2において準用する場合を含む。)の規定による保護が終了した日から

起算して5年を経過していない者

イ 配偶者暴力防止等法第10条第1項(配偶者暴力防止等法第28条の2において読み替え

て準用する場合を含む。)の規定により裁判所がした命令の申立てを行った者で当該命

令がその効力を生じた日から起算して5年を経過していないもの

(6) 法第24条第1項の規定により法第23条各号に掲げる条件を具備する者とみなされたも

の

(7) 法第24条第2項に規定する条件を具備する者
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(8) 被災市街地復興特別措置法(平成7年法律第14号)第21条の規定により法第23条各号に

掲げる条件を具備する者とみなされたもの

(9) 東日本大震災復興特別区域法(平成23年法律第122号)第20条の規定により法第23条各

号に掲げる条件を具備する者とみなされたもの

(10) 福島復興再生特別措置法(平成24年法律第25号)第21条の規定により法第23条各号に

掲げる条件を具備する者とみなされたもの

2 町長は、入居の申込みをした者が前項ただし書に規定する者に該当するかどうかを判断し

ようとする場合において必要があると認めるときは、当該職員をして、当該入居の申込みを

した者に面接させ、その心身の状況、受けることができる介護の内容その他必要な事項につ

いて調査させることができる。

(入居の申込み等)

第7条 第6条第1項又は第4項に規定する者で、町営住宅に入居しようとするものは、町長の定

めるところにより、入居の申込みをしなければならない。

2 町長は、入居の申込みをした者(以下「入居申込者」という。)の数が入居させるべき町営

住宅の戸数を超える場合には、令第7条に定めるところにより、公開による抽選その他公正

な方法により入居予定者及び入居補欠者を決定する。

3 町長は、入居申込者の数が入居させるべき町営住宅の戸数を超えない場合には、当該入居

申込者を入居予定者として決定する。

4 町長は、入居予定者が入居予定者の決定を取り消されたとき、第9条第2項の規定による許

可を受けた者(以下「入居許可者」という。)が入居の許可を取り消されたとき、又は入居者

が町営住宅を明け渡したときは、入居補欠者のうちから、入居予定者を決定することができ

る。

5 町長は、前3項の規定にかかわらず、第5条各号のいずれかに該当する事由がある場合にお

いて、特定のものを優先して入居予定者として決定することができる。

6 町長は、借上げに係る普通町営住宅の入居予定者を決定したときは、当該入居予定者に対

し、当該普通町営住宅の借上げの期間の満了時に当該普通町営住宅を明け渡さなければな

らない旨を通知するものとする。

(入居予定者の決定の特例)

第8条 町長は、入居申込者のうち20歳未満の子を扶養する寡婦その他の規則で定める者で速

やかに町営住宅に入居することを必要としているものについては、別に定めるところによ

り優先的に入居予定者として決定することができる。

標準処理期間 30日

備考

設 定 年 月 日 令和 3 年 12 月 28 日 最終変更年月日 年  月  日


